
献血者確保対策について（厚生労働省の取り組み） 
 

① 若年層の献血者数の増加 
 目標：１０代の献血率を６．４％、２０代の献血率を８．４％まで上昇させる。（平成２６年度までの達成目標） 
       ・１０代：平成２３年度：５．８％  →  平成２４年度：６．２％ 
           （献血者数：  ２８５，０２０人  →  ２９８，９２３人） 
       ・２０代：平成２３年度：７．５％  → 平成２４年度：７．５％ 
           （献血者数：１，０１８，２３４人  →  ９９２，７７９人） 
 
◎ 中学生への普及啓発 
      ○血液の重要性や必要性について理解を深めるため、全国の中学校にポスターを配布。 
         ・平成２４年度配布数 ：１１，４３５校に３．４万枚 
  
◎ 高校生への普及啓発 
    ○献血及び血液事業に対する理解を促進するため、全国の高校生及び教員へ献血に 
             ついての副読本（けんけつＨＯＰ ＳＴＥＰ ＪＵＭＰ）を配布。 
        ・平成２４年度配布数：〔生徒用 〕 ６，２３６校に１１４万部、〔教員用〕  ６．２万部 
 
◎ 学校における献血に触れ合う機会の受入れの推進 
    ○高等学校等が献血セミナーや学校献血等の献血に触れ合うための機会を積極的に受入 
     れてもらえるように文部科学省へ協力を要請（平成２３年度より毎年度要請） 
 
◎ 主に１０代、２０代の若年層を対象とした普及啓発 
    ○「はたちの献血」キャンペーン（毎年１～２月）啓発宣伝用ポスターを 
     都道府県及び関係団体等に配布。 
       ・平成２４年度配布数 ： ４．２万枚 
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② 安定的な集団献血の確保【日本赤十字社に対する国庫補助 （1/2補助）。但し、補助事業は平成２４年度まで】 

 目標：集団献血等に協力する企業を５０，０００社まで増加させる。（平成２６年度までの達成目標） 

 

◎ 献血に積極的に協力する企業・団体が行う献血活動を社会貢献活動の一つとして広く一般社会に認知され 

 るよう、「献血サポーター」ロゴマークを配布する等により企業・団体が行う献血活動の普及・拡大を図る。 

 

   ○集団献血に協力して頂いた企業・団体数（累計） 

      ・平成２３年度末： ４７，１３７社  ・平成２４年度末： ４９，２３２社 

 

   ○「献血サポーター」ロゴマーク配布枚数 

      ・平成２３年度 ： １，１６８社  ・平成２４年度 ： ２，０３０社 

 

③ 複数回献血の増加【日本赤十字社に対する国庫補助 （1/2補助）。但し、補助事業は平成２４年度まで】 

 目標：複数回献血者を年間１２０万人まで増加させる。 （平成２６年度までの達成目標） 

 

◎ 複数回献血者を確保するため、血液センター毎に複数回献血者を確保するためのクラブを設立し、複数回 

 献血者の確保を図る。 

    ○クラブ会員数（全国）：６７万人（平成２４年度末） 

    ○クラブ会員の実献血者数：４４万人（うち２回以上献血をした人：２６万人） 

    ○非クラブ会員の実献血者数：２６３万人（うち２回以上献血をした人：７４万人） 

    ○複数回献血者数 

       ・平成２３年度 ： １，００１，５１６人  ・平成２４年度 ： １，００３，７７８人 
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④ その他の普及啓発（全国民的な普及啓発） 
 
◎ 「愛の血液助け合い運動」（毎年７月） 
   ○厚生労働省、都道府県、日本赤十字社の主催により実施。啓発宣伝用ポスターを都道府県及び 
      関係団体等に配布。 
        ・平成２４年度配布数 ： ４．０万枚  ・平成２５年度配布数 ：４．０ 万枚 
  
   ○「愛の血液助け合い運動」の一環として「献血運動推進全国大会」（毎年７月） を開催。 
        ・平成２５年度は、皇太子殿下に御臨席を賜り、福岡県福岡市において開催（7月5日）。 
  
◎ テレビ、ラジオ、新聞等の政府広報を積極的に活用した普及啓発を実施。 

  ・平成２４年度：政府インターネットテレビ、ラジオ番組、ラジオＣＭ４０秒、 
                  モバイル広告、厚生労働省広報誌「厚生労働」、 

                   新聞広告、視覚障害者向け音声ＣＤの作成、 

                  インターネットテキスト広告 

          

        ・平成２５年度（８月末現在）：政府広報オンラインお役立ち情報掲載、 

                            ラジオ番組、新聞広告、インターネット広告、 

                         厚生労働省広報誌「厚生労働」 

3 


